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農林水産省のビジョン・ステートメント

わたしたち農林水産省は、

生命を支える「食」と安心して暮らせる「環境」を

未来の子どもたちに継承していくことを使命として、

常に国民の期待を正面から受けとめ

時代の変化を見通して政策を提案し、

その実現に向けて全力で行動します。
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生乳
6,967億円

24%

肉用牛
5,940億円

20%豚
6,331億円

21%

鶏
8,530億円

29%

その他
1,679億円

6%

畜産の産出額
２兆９，４４８億円

その他
12%

畜産
35%

米
17%

野菜
27%

果実
9%

○平成26年の農業・畜産産出額

農業産出額
８兆３，６３９億円

我が国の農業における畜産の地位

◎平成２６年から令和６年の１０年間で

農業産出額は１２９％、

畜産の産出額は１２４％に増加

※

※

資料：農林水産省「令和６年農業総産出額（全国）」

生乳
8,937億円
24%

肉用牛
7,861億円
21%

豚
7,567億円
21%

鶏
10,170億円
28%

その他
2,119億円
6%

畜産の産出額
３兆６，６５４億円

その他
9%

畜産
34%

米
24%

野菜
24%

果実
9%

農業産出額
１０兆７，８０１億円

○令和6年の農業・畜産産出額

・ 令和６年の農業産出額は１０兆７,８０１億円。うち畜産は３兆６,６５４億円となっており、産出額の約３４％を占める。

（畜産の産出額に占める割合： 生乳：２４％、肉用牛：２１％、豚：２１％、鶏：２８％）

・ １０年前（平成２６年）と比べ、畜産の産出額は７,２０６億円増加。

注） 数値については、四捨五入しているため、合計値と内訳の計が一致しない場合がある。
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農林水産行政の流れ
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食料の安定供給、農林水産業の発展を様々な角度から支えるため、本省は以下の部局から
構成されています。獣医系・畜産系技術職は、消費・安全局と畜産局が主な活躍の場です。

・水産物の安定供給、水産物加工・流通、水産資源の回復・管理、漁港・漁場整備

本

省

消費・安全局

輸出・国際局

農産局

畜産局

経営局

農林水産技術会議事務局

林野庁

水産庁

大臣官房

新事業・食品産業部

統計部

検査・監察部

・基本的な政策・計画の企画立案、予算、法令、国会、広報、食料安全保障、環境政策

・食品流通、食品製造、６次産業化

・統計調査

・畜産物の安全性の確保、家畜衛生の向上

・輸出促進、国際交渉、国際協力、知的財産保護

・農産物の生産振興、経営安定対策、農業技術、環境保全型農業

・新規就農、農地政策、金融、税制、農業共済

・土地改良事業、農地・水保全、農村活性化、鳥獣被害対策

・農林水産関係試験研究の計画策定、公的研究機関・大学・民間等の試験研究支援

・森林の整備、林業・木材産業の振興、国有林の管理・経営

・公的団体や卸売市場等の検査

農村振興局

本省の組織

・畜産物の生産振興、経営安定対策、流通の合理化、消費拡大
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農政局（本局）

総務部

企画調整室

経営・事業支援部

農村振興部

地方農政局の組織

農業水利事業所

農地整備事務所
農地防災事務所

土地改良調査管理事務所
土地改良技術事業所

地域拠点
（都道府県または地域に設置）

統計部

地域拠点、事業所、支局

生産部 畜産課

消費・安全部
畜水産安全

管理課

※ 北海道農政事務所の組織は、この組織イメージとは異なります。５



消費・安全局、畜産局の組織概要と農政局における業務

輸出・国際局 農産局 技術会議農村振興局経営局

総務課

動物衛生課

畜水産安全管理課

大臣官房

総務課総合調整及び総括等

企画課

畜産振興課

飼料課

牛乳乳製品課

競馬監督課

総合調整及び総括等
酪肉近計画の策定等

畜産物、農薬、飼料の
安全対策等

衛生向上対策、疾病発
生時の連絡・調整等

経営・生産基盤強化対策、
災害調査等

家畜改良、遺伝資源管理、
畜産環境対策等

国産飼料生産向上対策、
流通飼料対策等

牛乳乳製品の生産、流通、
消費対策等

食肉等の生産、流通対策、
家畜取引等

地方競馬の監督

６

食品安全政策課

農産安全管理課

植物防疫課

消費行政・食育課
水産庁

林野庁
食肉鶏卵課

農林水産省本省

消費・安全局 畜産局



所在地管轄エリア地方農政局名

北海道札幌市中央区北２条西19-8
（札幌第４地方合同庁舎）

北海道北海道農政事務所

宮城県仙台市青葉区本町3-3-1
（仙台合同庁舎）

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、
福島県

東北農政局

埼玉県さいたま市中央区新都心2-1
（さいたま新都心合同庁舎２号館）

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、山梨県、長野県、静岡県

関東農政局

石川県金沢市広坂2-2-60
（金沢広坂合同庁舎）

新潟県、富山県、石川県、福井県北陸農政局

愛知県名古屋市中区三の丸2-6-2
（名古屋第４地方合同庁舎）

岐阜県、愛知県、三重県東海農政局

京都府京都市上京区西洞院通下長者町下る丁子風呂町
（京都農林水産総合庁舎）

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県

近畿農政局

岡山県岡山市北区下石井1-4-1
（岡山第２合同庁舎）

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、
徳島県、香川県、愛媛県、高知県

中国四国農政局

熊本県熊本市西区春日2-10-1
（熊本地方合同庁舎）

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
宮崎県、鹿児島県

九州農政局

※１ 北海道は地方農政局ではなく、北海道農政事務所という名称の組織となります。
※２ 沖縄県は、地方農政局ではなく、内閣府沖縄総合事務局が同様の機能を果たしていますが、農林水産省畜産系技術職員採用試験による採用はありません。

同事務局での採用については、同事務局の採用情報を御確認ください。

地方農政局の管轄都道府県と所在地
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国民の「食の安全」を守る。国民の「いのち」を守る。

家畜衛生の向上

海外からの疾病の侵入防止

空海港での水際検疫の強化

近隣諸国・WOAH等国際機関との協力

各国との輸出入検疫協議

国内の伝染性疾病の防疫

都道府県の家畜保健衛生所と連携した発生予防、
まん延防止の取組

発生状況の調査、飼養衛生管理基準の遵守の指導

農場HACCP認証制度による衛生管理の推進

畜産物の安全性確保

都道府県の防疫演習 国際会議への出席牛のトレーサビリティ制度

動物用医薬品・飼料の安全性確保
使用基準・安全基準の設定、調査・指導

獣医師及び獣医療に関する政策
獣医師国家試験の実施、免許の交付
獣医師の動向の把握や産業動物獣医師の確保

薬剤耐性（ＡＭＲ）対策
国際機関や人分野と連携した薬剤耐性対策

牛トレーサビリティ制度
立入検査、勧告、命令等による制度の信頼確保

産業動物獣医師

消費・安全局の業務内容
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国産飼料の増産

命をはぐくむ食物が生まれる場所、畜産物の生産現場を支える。

生産振興・経営安定対策 畜産物の流通合理化、消費拡大

生産現場の生産性向上
家畜の能力向上、飼養管理方式の改善
畜産経営の規模拡大、機械化の推進
自給飼料の生産拡大、耕畜連携

流通の合理化
食肉センター、牛乳処理施設などの流
通施設の整備・統合による流通コスト
の低減

消費拡大対策
畜産物の高付加価値化、６次産業化
和牛や牛乳乳製品をはじめとする畜
産物の輸出拡大

搾乳ロボットの導入
飼料用米を活用した
畜産物のブランド化

和牛統一マーク
による輸出促進

畜産局の業務内容

経営安定対策による安定供給
畜種別の赤字補填等の経営安定対策や

配合飼料価格安定制度の運用
畜産物の需給調整対策（国家貿易等）

９



地方農政局での仕事風景①
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データ整理

オンライン会議

電話対応

情報収集

資料作成

BUZZMAFF撮影

消費者向けイベント

政務出張随行

生産者説明会

打合せ

自治体説明会



地方農政局での業務風景②
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自給飼料生産に関する現地調査

家畜排せつ物堆肥化施設の現地調査

地域畜産クラスター協議会における課題等検討会

食鳥処理の現地調査



地方農政局での業務風景③
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自給飼料生産・利用推進セミナー
（北海道農政事務所）

飼料増産推進研修会の開催
（中国四国農政局）

肉用繁殖牛放牧現地研修会
（東北農政局）

水田飼料作物シンポジウムWEB
 ※WEB開催としたことで東北から九州・沖縄の関係者が参加

（近畿農政局）



地方農政局での業務風景④
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雪害による被害状況調査 震災発生による被害状況調査

○ 全職員に持ち出し可能な軽量PCの配布のほか、Teamsの導入によりWEB会議、チャット、ファイルの共同編
集が手軽になりました。さらに、BYODで私用スマホを使用可となり、出張時、災害時の報告にも活用できます。

○ 自宅等で勤務を行うテレワークや、勤務時間を柔軟に調整できるフレックスタイム制を活用し、仕事と家庭生活
を両立させています。また、年次休暇の取得推進を行っています。（「月イチ年休」取得推進！）

○ 妊娠、出産、育児のための両立支援制度が充実。育休取得率は、男性:８６．９％、女性：100%（令和６年度）。
男性・女性職員ともに、生き生きと輝ける働きやすい環境づくりに取り組んでいます。

「働き方改革」推進中！



畜産の都道府県別産出額と農政局の配置
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関東農政局
（埼玉県さいたま市）

[管轄エリア] 茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

山梨県、長野県、静岡県

東北農政局
（宮城県仙台市）

[管轄エリア] 青森県、岩手県、
宮城県、秋田県、山形県、福島県

北海道農政事務所
（北海道札幌市）

[管轄エリア] 北海道

北陸農政局
（石川県金沢市）

[管轄エリア] 新潟県、
富山県、石川県、福井県

東海農政局
（愛知県名古屋市）

[管轄エリア] 岐阜県、
愛知県、三重県

近畿農政局
（京都府京都市）

[管轄エリア] 滋賀県、京都府、
大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山

中国四国農政局
（岡山県岡山市）

[管轄エリア] 鳥取県、島根県、岡山県、
広島県、山口県、徳島県、香川県、

愛媛県、高知県

九州農政局
（熊本県熊本市）

[管轄エリア] 福岡県、佐賀県、長崎県、
熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県

※農林水産省「令和６年農業産出額（都道府県別）」



地方農政局の仕事は、現場への政策の周知と執行です。

どんなに良い政策や事業であっても、現場に知ってもらい、使ったり、
取り組んでもらうことが必要です。

我が国は、地域によって生産・流通・消費の状況や抱える課題は様々で
あり、地域の状況を知って、地域の実情に応じて政策を提案し、より現
場のためになると思える仕事をできるのが地方農政局です。

私たち、畜産系技術職員は、本省、地方農政局の職員が一体となって、
我が国の畜産業を持続的に発展させて、
食料の安定供給と環境を支えるために
仕事をしています。

日本が抱える様々な課題の解決に一緒に
取り組んでみませんか？
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まとめ


